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災害後の建築物の機能維持・早期回復を目指した
構造性能評価システムの開発

提案する新たな耐震性能評価システム

新たな耐震性能評価システムの構築

背景＆目的
国内では比較的規模の大きな地震が発生し，地震後に各用途の建築物がそれぞれの機能を維持するた
めの十分な耐震性能を有しているか否か問われる機会が増えている。
本研究では，ユーザニーズに対応できる災害後の建築物の機能維持・早期回復を目指した新たな構造
性能評価システムの開発に関する研究を実施した。
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②新たな耐震設計に資するデータベース構築

③地震後の建築物のシナリオに基づく
耐震性能の表示手段

①新たな耐震設計の枠組と試評価



実大実験によるデータの収集

（1）新たな耐震設計に必要となるデータベースの構築：評価システムを使用する際に必要な3種類のデー
タベースフォーマットを構築し，評価システムに資するデータを明示した。また，このデータの具体的な収
集方法を示すための実大実験を実施しデータを収集し，データベースフォーマットの妥当性を確認した。
（2）耐震設計の枠組み構築と試評価の実施：共同住宅・病院・事務所ビルを対象に，今回提案したデータ

ベースを用いた修復費用や時間に関する試評価を実施し，構造設計者が実務上活用できる有用なシス
テムであることを示した。
（3）ユーザにとって分かりやすい耐震性能表示手法の提案：地震時における建築物の損傷データを用い

て，地震直後から避難時に至るまでに起こりうるシナリオを時系列で作成し，構造設計者がユーザに対し
て耐震性能を説明するための有用な表現手段を提案し，発展性のあるシステムであることを示した。

試評価事例

西外壁面南面東外壁面

室内壁面

データ収集のための
実大実験の実施

室内天井面

病院・共同住宅・事務所ビルに対して試評価を実施

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

地震波1

(被害大）

地震波2

(被害中）

地震波3

(被害小）

修
復
時
間･i
人
日･j

構造部材 非構造部材 設備部材

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

地震波1

(被害大）

地震波2

(被害中）

地震波3

(被害小）

修
復
費
用･i
千
円･j

構造部材 非構造部材 設備部材

詳細な
損傷の
計測

結論

 時刻歴応答解析等による層の応答値 

各部位の応答値 

各部位の「損傷状態」 

推定 

参照 損傷評価 
データベース

修復方法 各部位の修復人工各部位の費用係数α 

参照 
修復性評価 

データベース

各部位の修復費用＝修復人工×α×労務単価 

総修復費用（直接工事費） 

上記の総計 

総修復時間

上記の総計

投入人工の想定 

修復時間 

総工事費 

仮設：1.5 倍、共通仮設費率：0.1、
管理費率：0.2 


